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３－１ 災害に強い港づくり 
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１．産業・物流機能の全国的な配置・機能分担 

 ・基幹的輸送機能の拠点的配置等による代替性・多重性の確保 

 ・耐震強化岸壁、オープンスペースを備えた臨海部防災拠点の配置 

 

２．産業・物流機能の地域内での配置・機能分担 

 ・内陸部へのインランドポート設置、代替輸送モードの整備等による
代替性・多重性の確保 

 ・港運関係者との密な連携により迅速な荷役再開を可能とする体制
の整備 

 

３．各港湾の地震・津波対策の強化 

 

４．国等の災害体制の強化 
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（１） 災害に強い港づくりの基本的考え方の構築 

 ・ソフト施策とハード施策の総合的な対策の徹底 

 ・被災を念頭においた自助→共助→公助の意識の啓発 

 

（２） 港湾における産業・物流機能の適切な配置（産業・物流復興プランの策定） 
 ・防災・減災に配慮した土地利用、防護ラインの見直し 

 ・防潮堤等の未整備区間の整備、胸壁等による多重防御 

 ・水門等の自動化・遠隔操作化 

 ・港湾施設の配置（岸壁法線の向き等）・構造等の検討 

 ・耐震強化岸壁の整備、岸壁背後のヤードの液状化対策、荷役機械の免震化 

 ・コンテナ、フェリー、RO/RO等基幹的輸送機能を担うターミナルの耐震化 

 ・臨海部の立地企業と一体となった総合的な地震・津波防災対策（港湾ＢＣＰ）の推進 

 

（３） 津波防災区域の設定 

 ・市街地側への港湾貨物等の漂流を防止するフェンス等の設置 

 ・量的津波予報に対応した津波ハザードマップの作成 

 ・想定震源に近接する港湾のふ頭内における避難施設の確保 

災害に強い港づくり（各港湾の地震・津波対策の強化） 
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（１）直轄事務所庁舎等の機能強化 

 ・直轄事務所等の耐震化、耐浸水性の強化（非常用電源、サーバー等の階上設置） 、移転 

 ・地域住民が直接、屋上に避難できるような外階段の設置 

 ・食料、燃料油、緊急物資保管用の大型テントの備蓄 

（２）航路啓開作業の迅速化 

 ・測量会社等関係団体との協定締結、港湾業務艇へのマルチビーム測深機搭載等による迅速な被災調査
実施体制の確立 

 ・関係団体との密な連携による作業船確保体制の強化 

（３）がれき処理の迅速化 

 ・海洋環境整備船の耐波性等の向上及び適切な配置による漂流物・漂流ごみ回収体制の強化 

 ・がれきの処理方法や仮置き場、最終処分場の事前検討 

（４）海象観測・伝達体制の強化 

 ・GPS波浪計に係る非常用電源・衛星回線の確保、通信網の多重化、再配置の検討 

（５）情報収集等体制の強化 

 ・被災施設の迅速な把握のための港湾施設台帳・海岸保全施設台帳等データベースの整備 

 ・水門、陸閘等の開閉情報の迅速な情報収集体制の強化 

（６）研究体制の強化 

 ・防波堤、防潮堤等の津波抵抗力の強化（粘り強い構造）及びその設計・照査手法の開発 

 ・短期間で復旧させるための施工技術の開発 

 ・技術基準の見直し 

 ・大学等の研究機関との連携 

災害に強い港づくり（国等の災害体制の強化） 



JX日鉱日石エネルギー 
仙台製油所 
稼働停止中 

八戸油槽所 

塩釜油槽所 

青森油槽所 

秋田油槽所 

酒田油槽所 

西日本の製油所：フル稼働 

関東地方の製油所も被災により生産能力が
低下したことで東日本の供給能力が激減。 

釜石油槽所 

小名浜油槽所 

主な製油所 
   製油所（被災あり） 
   製油所（被災無し） 

東北地方の主な油槽所 
  油槽所（被災あり） 
   油槽所（被災無し） 

コスモ石油 
千葉製油所 
稼働停止中 

日本海側港湾への海上輸送 

JX日鉱日石エネルギー 
鹿島製油所 
稼働停止中 

各地の製油所の稼働率アップによる追加
増産分等を東北地方へ転送 

  約2万ｋｌ／日（３月１７日時点） 
(※ 海上輸送分、陸上輸送分の合計) 

北海道の製油所：フル稼働 

仙台製油所における火災発生状況 

○  東日本大震災により東北地方太平洋側の製油所及び油槽所が被災し、東北地方における燃料供給能力が激減。 

○  東北地方太平洋側の港湾も被災しており、タンカーの入港が不可能な状況。 

 

○ 北海道や西日本の製油所の稼働率を最大限まで引き上げるとともに、被災していない日本海側港湾（秋田港、酒田港）への
海上輸送や鉄道を活用して、東北地方で必要な石油等の燃料（3.8万kl/日）の供給を確保。 

秋田港 

酒田港 
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東北全体では1日当たりの 

燃料油販売量：3.8万kl／日 

３－２ リダンダンシーの確保（東日本大震災後の石油の代替輸送例） 

青森港 

東北各県への鉄道輸送 

出典：経済産業省資料を基に国土交通省港湾局作成 



北陸、中部、中国地方 
から陸上輸送で代替供給 

２００９年 
配合飼料生産量 
２，４３５万トン 

北海道における増産量：     

       約 ６．２万トン 

九州における増産量：     

      約４．３万トン 

中部における増産量：     
      約４．３万トン 

中国における増産量：     
      約２．８万トン 

被災港湾周辺に立地する配合飼料製造
工場は操業停止 

× 

× 

× 

× 

北海道から 
海上輸送（フェリー含む）で代替供給 

（青森港、八戸港、能代港、秋田港、
酒田港で受入） 

九州地方・中国地方(一部)から 
海上輸送で代替供給 

（八戸港、仙台塩釜港、青森港、能代港、
秋田港、酒田港、新潟港で受入） 

○ 東日本大震災により、全国シェアの３割を占める東北・北関東における配合飼料工場が被災し、東北地方における
飼料供給が著しく不足。各地の飼料工場で増産し、東北地方へ海上輸送や陸上輸送を行うことにより代替供給。 

そのうち被災港湾における
生産量のシェアは３１．２％ 

リダンダンシーの確保（東日本大震災後の配合飼料の代替輸送例） 

北陸における増産量：     
      約２．２万トン 

× 
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注1：各地方における増産量は各企業へのヒアリングによるものであり、被災後から２ヶ月間（５月１０日まで）の合計値 
注2：×は被災により3月末の段階では操業が停止していた港湾。 
出典）農水省「流通飼料価格等実態調査（2009年）」及び関係者へのヒアリングを基に国土交通省港湾局作成 

東北地方での配合飼料供給量 

約8,800トン/日（４月２５日時点） 

※ 東北地方での平時の配合飼料供給量は
約１万トン/日 

各地での配合飼料増産分等を東北地方
へ転送：約3,500トン/日（４月２５日時点） 
(※ 海上輸送分、陸上輸送分の合計) 



３－３ 港まちづくりを支える防護ラインの考え方 

みなとまちエリア 

臨港道路・緑地等の
護岸の嵩上げ 

産業・物流エリア 

・洗掘防止対策等を 

 講じた胸壁 

・粘り強い構造を有
する防波堤など 

津波による浸水 

１．まずは現行の防護ラインについて、平面的に途切れている場合又は所要の施設が整備されていない場合に
ついては、一連の連続した防護ラインを形成するような措置を講じる。 

２．防護ラインの内側（堤内地）について、防浪ビルの役割を果たす建築物を配置したり、臨港道路・緑地等の護
岸を嵩上げするなど、レベル１を超える津波による越流で背後地の浸水が拡大しないような多重防護の考え
方も導入する。 

３．防護ラインの外側（堤外地）については、防波堤の津波への抵抗力を強化したり、岸壁の洗屈防止や護岸の
嵩上げを講じるなど、レベル１においては必要な港湾内の産業・物流機能が継続できるような措置を講じる。ま
た、船舶やコンテナの背後地への漂流の恐れがある地区では、漂流物防止の措置を講じる。 

防浪ビルを兼用
した建築物 

現行の防護ライン 

漂流物防止施設 
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～単線防護から多重防護へ～ 
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※平成23年5月に国土交通省釜石港湾事務所と釜石市が釜石市内の避難所にて実施。 
  避難に要した時間は、地震の揺れが収まってから避難を開始した時間と避難所までの所要時間それぞれの回答の和で算定 
 

○生存者へ避難に要した時間をアンケート調査した結果は下図のとおり（有効回答数100） 。 
○これより、大きく２つのグループ（A,B）に分けられる。グループAは避難時間が短く、生存者が多い一方、グルー
プBは逃げ遅れ等により、生存者が尐ないものと推定される。 
○グループAの15～20分、グループBの40～45分の避難者は、湾口防波堤の6分の遅延効果がなければ、逃げ遅
れたものと考えられる。その割合いは全避難者の約２割。 
○なお、釜石市の避難者数約9,900人（ピーク時）に上記の効果を試算すれば約2,000人に相当する。 

３－４ 避難対策（湾口防波堤による6分の遅延効果に対する試算） 

平均値２０ 

平均値４ 

グループA 

グループB 

湾口防波堤による遅延効果により避難
できたと考えられる人 
（生存者に占める割合＝20/100=20%） 

４人 

１６人 
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避難対策（津波警報・注意報の改善） 
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津波警報 

津波注意報 

大津波 

津波 

避難に充てられる時間を 

最大限確保するため、地震 

データに基づき迅速に発表
（最大６ｍと予想） 

【東北地方太平洋沖地震発生直後における津波警報等の発表状況】 

 

①マグニチュード推定手法の改善 

できるだけ早期に正確なマグニチュード推定
を可能とするため、 

 ・地震観測網の強化 

 ・地震データ処理手法の開発 

  潮位計（１７２） 
 
沖合津波計 
  GPS波浪計（港湾局）（１２） 
  海底水圧計（１２） 

 

GPS波浪計データに基づき
より適切な警報に更新 

（最大１０ｍ以上と予想） 

GPS波浪計 

 

①津波警報第１報では、技術的な限界からマグ
ニチュードを7.9と過小評価したため、津波の高
さを最大６ｍと予想した 

 

②沖合津波計のデータに基づき津波警報を切り上げたが、地震発
生から28分後と時間を要した 

 

②津波警報切り替え手法の改善 

できるだけ早期に適切な警報に切り替え可能とするため、 
 ・沖合津波観測施設の強化につき、関係機関と連携して検討 

 ・沖合津波計データに基づく津波警報切り替え手法の高度化 

【 課  題 】 

【 対 処 案 】 

警報の更新：地震発生後２８分 第１報：地震発生後３分で発表 速やかに津波監視を開始 

（気象庁資料） 



避難対策（即時浸水予測システム） 

 

○浸水予測データベースに、
GPS 波浪計による津波観
測情報を入力することで、
浸水予測図が検索・表示さ
れるもの。 

○観測データが集まることに
より検索されるデータが絞
り込まれる。 

○津波発生後初期の段階で
は観測されたデータ数も尐
ないため、検索される浸水
予測図が多くなるが、徐々
に観測データが多くなると
検索される浸水予測図が
絞り込まれる。 

即時浸水予測システム 

【参考】津波に強い東北の地域づくり検討調査 報告書 
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避難対策（港頭地区の労働者の避難施設の必要性） 

○清水港の袖師・興津・新興津地区において調査した結果、津波到達時間内に避難所への避難が
不可能だと言われている埠頭内労働者は３００人を超えている。 

静岡県調査より作成 
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避難対策（避難に係わる施設整備等） 

【出展】災害時の避難に関する専門調査会 津波防災に関するワーキンググループ 資料より 
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避難対策（避難に係わる施設整備等） 

【出展】災害時の避難に関する専門調査会 津波防災に関するワーキンググループ 資料より 
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３－５ 水門等の自動化・遠隔操作化 
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潮位・波高観測所 

津波・高潮防災ステーション 

陸閘等 

閉じる 

ゲート閉鎖指令 

住民等へ津波・高潮情報伝達 

気象庁 

気象情報伝達 

閉じる 

避難 

水門 

 

 

 

 

 

 

潮位・波高観測所 

津波・高潮防災ステーション 

陸閘等 

閉じる 

ゲート閉鎖指令 

住民等へ津波・高潮情報伝達 

気象庁 

気象情報伝達 

閉じる 

避難 

水門 

 

津波防災ステーション等による海岸防災機能の高度化のイメージ（水門等の自動化・遠隔操作化） 

名古屋港海岸（愛知県） 

相良港海岸（静岡県） 

東京港海岸（東京都） 

 IT（情報通信技術）を活用し、津波に関する防災情報の共有化や施設の管理制御の
高度化等を進める。 



３－６ 港湾BCP 
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緊急物資輸送
○各施設の安全確保
○資機材の調達
○人員・体制の確保
○情報疎通体制の確保

国際コンテナ物流
（企業のＢＣＰ支援）
○各施設の安全確保
○荷役機器・動力の確保
○人員確保・利用調整体制の構築
○情報疎通体制の確保

人の海上・水上輸送支援
（帰宅困難者、企業のＢＣＰ支援）
○各施設の安全確保
○利用船舶等の確保
○人員・体制の構築
○情報疎通体制の確保

岸壁、背後ヤード、泊地、運河、啓開路線道路
の点検、復旧優先順位の検討、復旧 等

施設の点検・復旧

荷役機械、オペレーター等の融通・確保、
情報の把握、発信等

受け入れ態勢の構築

７２時間後

荷役の順次再会

運用の再開

４８時間後２４時間後災害発生 １週間後

緊急物資荷役の実施、背後地への物資輸送

運用の再開

岸壁、背後ヤード、泊地、運河、啓開路線道路の点検、復旧優先順位の検討、復旧 等

荷役機械、オペレーター、ＣＩＱ等の融通・確保、通信体制の確立、情報の把
握・発信開始等

運用の再開

受け入れ態勢の構築

施設の点検・復旧

岸壁、背後ヤード、泊地、河川、運河、啓開路線道路の
点検、ルート選定、復旧優先順位の検討、復旧 等

施設の点検・復旧

航行可能船舶の手配・配置、港湾における
乗下船体制の構築（人員、資材等の融通確保）
情報の把握・発信開始 等

受け入れ態勢の構築

運用の再開をはやめる。
容量を拡大する。

ＢＣＰ支援（従業員参集）対応開始

帰宅困難者対応
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３－７ 漂流物対策 

えりも港 

係留してあった漁船が津波により移動。
漂流物対策施設で捕捉。 

16 



漂流物対策 

係留してあった漁船が津波により移動。 

漂流物対策施設で捕捉。（H23.3.11） 

十勝港 

漂流物対策施設の状況 17 



３－８ 庁舎等の機能強化 

18 

（大船渡港） 

海側 

浸水髙 

約２ｍ 

（塩釜港湾・空港整備事務所本庁舎） 

庁舎の被災状況 港湾緊急物資の一時保管所や 

被災した上屋の代替となった大型テント 
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11日 14:46 【本震】三陸沖（M:7.9→9.0） 
11日 15:06 三陸沖（M:7.0） 

11日14時49分 

岩手、宮城、福島県沿岸に大津波警報を発表 

港湾空港技術研究所資料、気象庁 報道発表資料を元に国土交通省港湾局作成 

地震発生時刻 

3月11日 3月12日 3月13日 

12日20時20分 

大津波警報から津波警報へ変更 

11日 15:15 茨城県沖（M:7.4） 
11日 15:26 三陸沖（M:7.2） 
11日 15:57 茨城県沖（M:6.1） 
11日 16:15 福島県沖（M:6.8） 

11日 17:47 茨城県沖（M:6.0） 
11日 17:19 茨城県沖（M:6.7） 
11日 17:12 茨城県沖（M:6.4） 

11日 16:29 三陸沖（M:6.6） 

11日 20:37 岩手県沖（M:6.4） 
11日 21:13 宮城県沖（M:6.1） 
11日 21:16 岩手県沖（M:6.0） 

12日 0:13 茨城県沖（M:6.6） 
12日 0:19 茨城県沖（M:6.2） 

12日 5:11 三陸沖（M:6.1） 
12日 4:47 秋田県沖（M:6.4） 
12日 4:03 三陸沖（M:6.2） 
12日 3:11 福島県沖（M:6.0） 

12日 10:46 福島県沖（M:6.4） 

12日 23:43 岩手県沖（M:6.1） 
12日 22:15 福島県沖（M:6.0） 

13日 7:13 福島県沖（M:6.0） 
13日 8:25 宮城県沖（M:6.2） 
13日 10:26 茨城県沖（M:6.4） 

：M9.0 ：M8.0 ：M7.0 ：M6.0 

警報・注意報の発表時系列 

19 

-400 
-200 

0 
200 
400 
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岩手南部沖 

GPS波浪計
記録 

15:12 

最大波6.7m 

ＧＰＳ波浪データのリアルタイム送信が続いていれば津波警報等の早期解除が可能であった
と考えられる。 

３－９ 海象観測データの伝達体制の強化 

13日7時30分 

津波警報を津波注意報に変更 

13日17時58分 

津波注意報解除 15:15 

データ伝送が切断 


